第３１回勉強会（メモ）
１　日　時　平成２３年５月２日（月曜日）　午後６時３０分～午後９時
２　場　所　職員会館かもがわ　第２多目的室
３　出席者　市民参加推進フォーラム委員　８名
（大西委員，小林委員，添田委員，谷口副座長，西田委員，西野委員，土山座長，松本委員）

　　　　　　市民参加推進フォーラムＯＢ・ＯＧ　２名（河嶋氏，西嶋氏）

　　　　　　ｃ－ｍｅｄｉａ研究会　３名（浅井氏，正木氏，矢杉氏）
　　　　　　事務局　４名（奥薗室長，北川課長，樹下課長補佐，宮原）

　　　　　　事務局ＯＢ　１名（松尾主任）

４　内　容　

○東日本大震災について

　・東北地方は，新たに「まち」を創らなくてはいけない状況にある。
　・チャリティ活動を行ったときに，神戸のミュージシャンは勢いが違った。

　・主治医が東北に行った。しょうがないという気持ちとショックな気持ちがあった。

・自治会で義援金を集めているが，市民に阪神・淡路大震災のときほどの熱意を感じない。時期を逸しているように感じた。
　・義援金について，阪神淡路大震災のときと違うのは，民間の取組がとても早かったので，自治会での義援金をとりまとめているときには，既に義援金を寄付している人が多かったことだ。
　・被災して京都に来ている新たな市民をどう受け入れていくのかといったこともフォーラムで議論したい。
　○第２期市民参加推進計画についてのブレーンストーミング
協働のルールや指針などを市民主体で考える取組の検討・実施について
・フォーラムからの提言がどのように実現されているのか。提言では「市民と行政が協働するにはルールが必要」としているようだが，それはこの計画にどのようにいかされたのか。
・行政を含めた多様な主体が集まって議論して協働のルールを作る必要があると思っているが，具体的にどのような手法で取り組むかはこれから議論を深めていきたい。
・市民が集まって議論しても発言するのはＮＰＯのような意見を持った一部の人である。それが市民の声を代表しているとはいえない。埋もれている市民の声をどう拾うかが課題ではないか。
・誰がリーダーシップを発揮して取り組むかというあたりが悩ましい。市民側で分かることも少ないので，行政がリードして進めてもいいと思う。
　・コンパクトを作成するには，様々な人が関わって年月を掛けて議論する必要がある。これまでに関わっていない人をどう巻き込んでいくかを考えなくてはいけない。
　・多様な主体が集まって議論する議題と枠組みをどのように考えるかが最初のステップになると思う。

　・伏見区では，青少年活動センター，市民活動総合センター，区役所が市民活動の活性化について連携・協力する取組をはじめたところである。成果が出たら，この場でも報告させていただきたいと思う。
市民に市民参加に関心を持ってもらい広げるには
　・市民参加に関心を持たない市民に情報をどのように伝えていくのかを考える必要がある。そのためには，議論の質を向上させることが大事だと思う。小テーブルでの議論や職員も交えた議論をすることでディテールを出すことが必要だと思う。
・これまでと違った情報の見せ方をすることで広がりが生まれる。インターネットも利用したらいいと思う。
　・防災マップを作成するにしても，危険箇所だけでなく，地域の魅力も合わせて発信すると広がりが生まれると思う。
　・中津川市の防災ＭＬ「市民安全情報ネットワーク」は，防災の情報だけでなく，イベント情報や子育て情報も配信されており，ＭＬに登録する個人が情報を選択できるシステムとなっている。
　・京都市でも防犯に関してメール配信するシステムがあるが，京都市の人口規模で中津川市と同じことをするのは難しい。学区単位なら考えられるかもしれない。
　・市民に魅力的な情報があることを伝えることで次につなげられるのではないか。
　・市民の興味・関心をどう行動につなげるか。属性を把握し，つなげることが必要ではないか。
・「協働」は，市民からは仕事の押し付けと見られているので，そうではないことをきちんと市民に伝える必要がある。
・「本当に協働は必要なのか」という逆の発想からはじめる議論をすることで議論の幅が広がると思う。
　・地域人材を見つけられるのは行政だと思う。行政が地域の年功序列を恐れずに地域人材を発掘してもらえると地域がもっと良くなる。

・ツイッターやユーストリームは，これまで見えてこなかった人材を発掘するツールになる。

　・人と人とのつながりが重要な要素で，ツイッターはつながりを便利にする手段の一つだと思う。
　・これまでフォーラムでユーストリームを使った会議の公開で難しいと感じたことは，オフレコの扱いである。次回会議では，オフレコ発言をする時には，「休憩中」といったテロップを流す手法を実験してみてもいいかもしれない。
　・フォーラムで審議会の公開の新たな手法として実施し，蓄積してきたユーストリームやツイッターのノウハウを庁内で共有していけばいいと思う。

　・電子会議室のときは，ユーザーに利用方法のルールを設けたが，発信する側にルールを設けてそれを明示するようにしたらいい。例えばユーザーから不規則発言や大量の反対意見に対しては，発信側から意見を返さないといったことが考えられる。
　・フォーラムでユーストリームやツイッターを実施しているときと同じように，自然に当たり前のように実施しないとユーストリームやツイッターの実施に反対する人が出てくる。

　・情報提供の手段として，従来からある紙媒体やＴＶ，ラジオなどを工夫して活用したらいいと思う。

　職員のための市民参加推進の手引き（仮称）の作成について
　・市民参加の経験のある職員や市民が一緒になって作れたらいいと思う。真のワーク・ライフ・バランスの実現にもつながるような手引書にしたいと思っている。「審議会運営ガイドブック」のようにコツやアイデアを盛り込んだものになるといい。

　「協働の日（仮称）」の創設について

　・「協働の日」は，みんなで自分たちのまちを良くしようという取組をできる日があるといいという議論から出てきたように思う。

　・「協働の日」は，協働について考える日としてもいいのではないか。

　民間の資金を生かした資金面での支援

　人件費を積算した補助金，助成金の仕組みの検討

　・きょうとＮＰＯセンターでは，平成２３年４月から「一般財団法人社会的認証開発推進機構」を設立し，ＮＰＯを評価して公表していく。きちんとやっているＮＰＯにお金が流れるような仕組みを構築したい。一つの評価機構だけで評価すると偏りが生じかねないので，複数の評価機構があるといいと思っている。
　・いい活動の評価の仕組みを検討したいと思っていたのでこういった動きは嬉しい。

　・市民活動をするには多様な主体が連携するのは当たり前なので，どうつなぐかを考えている。　支援の充実にどうつなげるのかといったこともようやく形にしていけるのかなと思う。

　・市民活動団体が，行政からお墨付きをもらわないと信頼されない状況から市民自身が市民活動を評価する仕組みへのシフトが必要だと思う。市民活動に対して公的な機関だけでなく，様々なところから資金の供給がされるようにならないといけないと思う。
　・行政はＮＰＯを下請化してしまう悪い癖がある。公共を一手に引き受けてきたという自負ゆえの癖だと思う。対等の関係で取り組むことが本当のパートナーシップだと思うので，フォーラムでも是非議論していただきたいと思う。
　・他都市のＮＰＯに対するアンケートの結果で，助成金をもらうと自主性を保てないので助成金は不要であると回答するＮＰＯの割合が高かった。ＮＰＯに対して人件費を含む委託となれば，行政職員の人件費を削除する流れになる可能性がある。フォーラムで議論する議題ではないように思う。

　・自立性を疎外しないルールや仕組みは，フォーラムだから議論しなくてはいけない部分もあると思う。

　審議会における市民参加について
　・多様な市民が関われるようにするため，市民公募委員の任期を１期のみという運用をしているが，そのことによって他の委員と経験や知識の差が広がり，十分な議論ができないという課題について検討が必要だと思う。
　・審議会の市民公募委員に応募したところ，「審議会運営ガイドブック」に記載していることに基づいて運営されていることが分かった。

　今後の取組について

　・「協働井戸端会議」，「協働の日（仮称）」，「協働のルールや指針を市民主体で考える取組の検討・実施」を検討するに当たって枠組みから考えないといけない。３つの部会が考えられる。部会では職員，ＯＢも含めて議論したい。

　・部会の提案と計画推進のスケジュールについては，この勉強会で決めるわけでなく，フォーラム全体会議で議論したいと思う。

資料４








